
 
 

 



 

 

 

１ 本資料は，裁判員制度に対する国民の理解と関心を深めるとともに，同制度の運用の改善

などのための検討に資するため，裁判員法１０３条に基づき，毎年，裁判員裁判対象事件の

取扱状況，裁判員及び補充裁判員の選任状況その他裁判員法の実施状況について公表するも

のである。 

本公表は，第２回目の公表であり，平成２２年（平成２２年１月１日から同年１２月３

１日まで）における裁判員裁判対象事件を対象としている。 

２ 本資料は，以下の４部構成をとっている。 

(1) 第１の「実施状況の概要」（図表１ないし図表１０）では，裁判員裁判対象事件の概況

データを一覧表で示した上で，裁判員裁判対象事件の新受，終局，未済の各状況及び裁

判員等の負担について示した。 

(2) 第２の「裁判員等の選任に関する実施状況について」（図表１１ないし図表２８）で

は，裁判員候補者名簿の作成から事件ごとの候補者選定，調査票及び質問票の回答に基

づく辞退許可等，選任手続期日における裁判員の選任・不選任に至るまでの選任手続の

流れに沿って，統計データを示すとともに，特に，選任手続全般を通じた辞退の許否に

関する状況について，データを示した（手続の流れ等については，10 頁以下の「手続の

流れの説明及び公表の構成」を参照されたい。）。 

(3) 第３の「裁判員の参加する公判手続の実施状況について」（図表２９ないし図表７３）

では，公判前整理手続から公判審理，評議，裁判の結果（判決等），上訴に至る裁判手

続の流れに沿って，統計データを示すとともに，特に，公判前整理手続や公判審理に要

した期間等について，データを示した（手続の流れ等については，36 頁以下の「手続の

流れ等の説明及び公表の構成」を参照されたい。）。 

(4) 第４の「その他」（図表７４ないし図表７９）では，弁護人及び通訳人，裁判員法違反

の制裁に関する統計データを示した。 

３ 本資料の統計，図表その他の計数資料は，主に，各地方裁判所から報告を受けた刑事通常

第一審事件票，裁判員対象事件月報（本資料では，「刑事月報」という。）及び刑事未済年

表に基づくもののほか，平成２１年８月２０日付け刑事局第三課長事務連絡「公判前整理手

続に付された裁判員裁判対象事件等の調査について」等に基づく報告（本資料では，「個別

報告」という。）及び刑事局の集計結果によるものである。 

４ 本資料の全般に用いられる特別法等の略称や用語の定義，平均値の算出方法については，

凡例のとおりである。 

平成２３年７月 

最高裁判所事務総局  
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１ 特別法，政令の略称 
 

［略称］ ［法令，政令名］ 

裁判員法（又は「法」） 裁判員の参加する刑事裁判に関する法律 

裁判員規則（又は「規」） 裁判員の参加する刑事裁判に関する規則 

辞退政令 
裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第１６条第８号に規
定するやむを得ない事由を定める政令（平成２０年政令第３
号） 

銃刀法 銃砲刀剣類所持等取締法 

組織的犯罪処罰法 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律 

麻薬取締法 麻薬及び向精神薬取締法 

麻薬特例法 
国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為
等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に
関する法律 

 

２ 用語の定義・説明 
 

（※[頁]は最初に掲載されたページ数のみを記載した(ただし，図表１を除く)。） 
 

［用語］ ［定義・説明］ ［頁］

裁判員裁判対象事件 
平成２１年５月２１日の裁判員制度施行後に起訴された法
２条１項各号に該当する事件及び法５条本文に該当する事
件。 

1 

罪名（終局時） 

未遂処罰規定のある罪名については，未遂のものを含む。 
複数の罪名に当たる事件を併合審理した場合で，有罪（一
部無罪を含む。）のときは処断罪名を，無罪やその他のと
きは起訴されている（訴因変更があった場合は変更後の）
罪名のうち，裁判員裁判対象事件の罪名（裁判員裁判対象
事件が複数あるときは，法定刑が最も重いもの）を，それ
ぞれ計上した。 
起訴罪名と認定罪名が異なる場合や罰条の変更等の場合な
どにおいては，裁判員裁判対象事件の罪名と異なる罪名で
計上されることがある。 

2 

新受人員 
起訴された被告人の員数又は他の裁判所から移送等によっ
て受理した被告人の員数(延べ人員)。同一の被告人につい
て複数の起訴等があったときは，その都度計上した。 

2 
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 II

［用語］ ［定義・説明］ ［頁］

延べ人員 
（被告人の場合） 

新受人員及び未済人員の計上方法。１人の被告人を重複し
て計上することがある場合をいう。例えば，同一の被告人
に対する複数の事件が各別に起訴された場合には，その
後，これら複数の事件を併合して審理，終局した場合であ
っても，事件ごとに員数を計上する場合がある。 

2 

終局人員 

判決，決定，その他で終局した被告人の員数（事件票に基
づく員数）。複数の被告人に対する事件の審理が併合され
て終局となった場合には，各被告人の員数を計上し，同一
の被告人に対する事件の審理が併合されて終局となった場
合には，全事件を通じて１人として計上した。ただし，同
一の被告人に対する事件を分離し，各別に終局となった場
合には，終局した事件ごとに１人として計上した。 

5 

実人員 

１人の被告人，裁判員候補者名簿被登録者，選任された裁
判員等を１人として計上する場合をいう。したがって，同
一の被告人について複数の起訴があり，その事件の審理が
併合されたまま終局したときでも１人として計上し，２人
の被告人の事件が併合されたまま審理終局したときは，手
続及び判決が１つであっても２人として計上した。 

5 

判決人員 

裁判員の参加した合議体により審理終局した被告人の員数
（実人員。裁判員制度施行前のデータを除く。）。 
ただし，公判前整理手続に関する図表の判決人員は，裁判

員裁判対象事件以外の事件について，公判前整理手続に付

されずに公判を開いた後，罰条の変更等により裁判員裁判

対象事件になり，期日間整理手続に付されたものがあるた

め，他の図表の判決人員とは異なる。 

5 

未済人員 
起訴後，裁判所に事件は係属しているが，終局に至らない
被告人の員数(延べ人員)。本資料においては，平成２２年
１２月３１日現在の未済人員を計上した。 

7 

職務従事日数 
裁判員等が，選任手続，公判，評議及び判決宣告等のため
に裁判所に出席した日数の合計をいう（凡例 V 頁のイメ
ージ参照）。 

8 

職務従事時間 
選任手続期日に要した時間，開廷時間及び最終評議に要し
た時間の合計時間（中間評議に要した時間を含まない。）
をいう（凡例 V 頁のイメージ参照）。 

8 

自白 
終局の段階において，すべての公訴事実を認め，かつ，法
律上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の減免の理由となる事
実を主張していない場合をいう。 

8 

否認 

終局の段階において，公訴事実の全部若しくは一部を争
い，又は，公訴事実を認めながら法律上犯罪の成立を妨げ
る理由若しくは刑の減免の理由となる事実を主張した場合
及び被告人が終局の段階まで黙秘していた場合をいう。 
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 III

［用語］ ［定義・説明］ ［頁］

終局件数 

個別報告により，終局した事件ごとに報告のあった件数
（個別報告の件数であり，終局した被告人の員数を計上す
る終局人員とは異なることに留意する。）。原則として，
被告人単位で報告されるが，終局時に複数の被告人の事件
が併合されている場合には，最も刑の重い被告人１人につ
いてのみ報告される。 

8 

地方裁判所 全国に設置されている５０か所の各地方裁判所をいう。 10 

受訴裁判所 
（又は「裁判所」） 

当該事件を審理する裁判体をいう。裁判員が選任される前
は，裁判官３人（又は１人）の組織であり，裁判員選任後
は，これに裁判員６人（又は４人）を加えた組織をいう。 

10 

選任手続期日 
法２７条１項で定める期日をいう。法９７条１項による選
任予定裁判員から裁判員等を選任する手続期日を含まな
い。 

10 

実審理予定日数 

裁判員等選任手続期日のお知らせ（呼出状）に記載した公
判期日等（評議のみの日，判決のみの日を含み，選任手続
期日のみの日を含まない。）が予定されている日数の合計
である（凡例 V 頁のイメージ参照）。 

13 

延べ人員 
（裁判員候補者の場合） 

裁判員候補者の計上方法であり，同一の裁判員候補者を複
数の項目に計上する場合をいう。例えば，複数の被告人の
事件を併合して審理した場合に，被告人の数に応じて重複
して計上する場合がある。 

14 

選定された裁判員候
補者の数 

起訴された裁判員裁判対象事件について，受訴裁判所が定
め，くじで選んだ裁判員候補者の員数をいう。選定があっ
た後，法３条の除外決定がされた場合や法５条ただし書に
よって取り扱われることとなった場合，公訴棄却・移送等
で終局した場合には，選定された裁判員候補者の数は計上
していない。また，法２８条の追加呼出しの場合に定めら
れた追加して呼び出すべき裁判員候補者の員数及び法９０
条の選任予定裁判員を選定するために呼び出すべき裁判員
候補者の員数を含むが，選定後，選任手続期日の指定を取
り消したため，選定を取り消された裁判員候補者の員数を
含まない。 

17 

呼び出さない措置が
された裁判員候補者 

選定された裁判員候補者のうち，1)法１６条１号から７号
までの辞退事由に該当する場合，2)裁判員候補者名簿記載
通知が到達していない場合，3)疾病傷害・介護養育等の事
由に該当すると認められた場合で，選任手続期日に呼び出
さない措置がされた裁判員候補者をいう（本文第２の１参
照）。 

18 

辞退申出によって呼
出取消しがされた裁
判員候補者 

選任手続期日への呼出しがされた裁判員候補者のうち，疾
病傷害・介護養育等の事由に該当すると認められた場合
で，選任手続期日への呼出しが取り消された裁判員候補者
をいう（欠格事由・就職禁止事由に該当する場合及び年間
を通じて法１６条１号から７号の辞退事由に該当する場合
は含まれないことに留意を要する。）。 

18 
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［用語］ ［定義・説明］ ［頁］

呼出取消しがされた
裁判員候補者 

選任手続期日への呼出しがされた裁判員候補者のうち，1)
欠格事由・就職禁止事由に該当する場合，2)法１６条１号
から７号の辞退事由に該当する場合，3)疾病傷害・介護養
育等の事由に該当すると認められた場合で，選任手続期日
への呼出しが取り消された裁判員候補者をいう（本文第２
の１参照）。 

20 

辞退が認められた裁
判員候補者 

1)呼び出さない措置がされた裁判員候補者，2)辞退申出に
よって呼出取消しがされた裁判員候補者及び3)選任手続期
日に辞退が認められた裁判員候補者の合計をいう。 

32 

実審理期間 
第１回公判期日から終局（判決宣告）までの期間（日数）
をいう。審理等が行われなかった日や土日祝日を含む（凡
例 V 頁のイメージ参照）。 

37 

審理期間 

事件の受理の日から終局までの期間（併合事件がある場合
は，最初の事件を受理した日から終局までの期間。）（月
数）をいう（多くの事件では，起訴状を受理した日から判
決宣告までの期間である。）（凡例 V 頁のイメージ参
照）。 

37 

公判前整理手続に要
した期間（公判前整
理手続期間） 

公判前整理手続に付す旨の決定があった日から同手続が終
了した日までの期間（月数）をいう（凡例 V 頁のイメー
ジ参照）。 

37 

証人尋問時間，被告
人質問時間 

「検察官」の尋問（質問）時間には，被害者（委託弁護士
を含む。）の尋問（質問）時間を含み，「弁護人」の証人
尋問時間には，被告人本人による尋問時間を含む。また，
「裁判体」とは，裁判官及び裁判員をいう。 

37 

開廷時間 

公判期日及び刑事訴訟法２８１条に基づく証人尋問等の公
判準備に要したすべての時間をいう。評議（中間評議の時
間を含む。）の時間を含まない（凡例 V 頁のイメージ参
照）。 

38 

裁判員裁判対象罪名
の事件 

平成２１年５月２１日の裁判員制度施行前に起訴された法
２条１項該当事件。 

42 

取調べ証人数 

検察官若しくは弁護人（被告人を含む。）が請求し又は職
権で取り調べられた人証の合計数をいう。実人員であり，
取調べ証拠数とは計上単位が異なる｡同一の証人を検察側,
弁護側双方が請求し，取り調べた場合には，１人として計
上した。 

51 

取調べ証拠数 

検察官若しくは弁護人（被告人を含む。）が請求し又は職
権で取り調べられた書証，物証及び人証の合計数をいう。
双方請求の場合は，それぞれに重複して計上したため，延
べ数である。 

53 

延べ人員 
（被害者等の場合） 

被害者等の計上方法であり，同一の被害者等を複数の項目
に計上する場合をいう。例えば，複数の被告人の事件を併
合して審理した場合に，被告人の数に応じて複数計上され
る場合がある。 

66 
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＜期間・時間に関するイメージ＞ 

選
任
手
続
期
日

第
１
回
公
判

最
終
評
議

第
４
回
公
判
（
判
決
）

第
２
回
公
判

第
３
回
公
判

実審理期間

受
理

公
判
前
整
理
手
続
に
付
す
る
決
定

公
判
前
整
理
手
続
終
了

呼
出
し

公判前
整理
手続
期間

職務従事時間（中間評議を除く）

審理期間

開廷時間（評議を除く）

実審理
予定日数

１ ２ ３ ４ ５

1/5 1/7 1/30 3/15 3/16 3/17 3/18 3/22 3/23

（注） 日付は架空のものである。

１ ２ ３ ４ ５ ６

職務従事日数

（８日）

（６日）

（５日）

 

 

３ 平均値の算出方法 

(1) 平均審理期間 

平均審理期間は，次の階級区分によって算出した（ただし，図表４０を除く。）。なお，

（ ）内は階級の代表値で月数を示す。 

１月以内（0.5） ２月以内（1.5） ３月以内（2.5） ６月以内（4.5） １年以内（9） 

２年以内（18） ３年以内（30） ３年を超えるもの（60） の８区分 

(2) 平均公判前整理手続期間 

平均公判前整理手続期間は，次の階級区分によって算出した（ただし，図表４０を除

く。）。なお，（ ）内は階級の代表値で月数を示す。 

１０日以内（0.5） ２０日以内（0.5） １月以内（0.5） １月１５日以内（1.5） 

２月以内（1.5） ３月以内（2.5） ６月以内（4.5） ６月を超える（9） の８区分 

(3) その他の平均値 

上記以外の平均値（選任された補充裁判員数の平均，平均開廷回数，平均取調べ証拠数，

平均実審理期間，平均評議時間等）は，対象となる人数，回数，日数等の和をサンプル数

で除する方法によって算出した。 
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図表１    裁判員裁判対象事件の概況データ               (1) 

 

２ 新受人員及びその内訳（庁別・罪名別）・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

図表２    地裁刑事通常第一審事件及び裁判員裁判対象事件の新受 

人員                            (2) 

図表３    庁別の新受人員                       (3) 

図表４    罪名別の新受人員                      (4) 

 

３ 終局人員及びその内訳（庁別・罪名別）・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 

図表５    庁別の終局人員                       (5) 

図表６    罪名別の終局人員                      (6) 

 

４ 未済人員及びその内訳（庁別・係属期間別（総数））・・・・・・・・・・ 7 

図表７－１  庁別の未済人員                       (7) 

図表７－２  係属期間別の未済人員                    (8) 
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図表８    職務従事日数別の終局件数の分布（自白否認別）        (8) 
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第１ 実施状況の概要 

１ 概況 

平成２２年の裁判員裁判対象事件の概況は，図表１のとおりである。各データの詳細は

右欄外に記載した各図表を参照されたい。 

 
図表１ 裁判員裁判対象事件の概況データ 

新受人員（延べ人員） １，７９７（人） （注）　図表２～４参照

終局人員（実人員） １，５３０（人） （注）　図表５，６，７０，７１参照

裁判員候補者名簿被登録人数 ３４４，９００（人） （注）　図表１１，１２，１９参照

選定された裁判員候補者の数 １２６，４５５（人） （注）　図表１３～１６等参照

選任手続期日に出席した裁判員候補者の数 ４８，４２２（人） （注）　図表１６～１８等参照

選任手続期日への裁判員候補者の出席率 ８０.６（％） （注）　図表１６，２４参照

辞退が認められた裁判員候補者の数 ６６，９７７（人） （注）　図表２５，２８参照

辞退が認められた裁判員候補者の割合 ５３.０（％） （注）　図表２６～２８参照

選任された裁判員の数 ８，６７３（人） （注）　図表１９参照

選任された補充裁判員の数 ３，０６７（人） 　　　　　〃

平均審理期間 ８.３（月） （注）　図表３５，３６，３９，４１参照

平均開廷回数 ３.８（回） （注）　図表４２～４５，６３参照

平均取調べ証拠数 ２９.５（個） （注）　図表４６参照

平均取調べ証人数 ２.１（人） （注）　図表４７，４８参照

平均証人尋問時間 １３７.２（分） （注）　図表４９，５５参照

平均被告人質問時間 １３１.６（分） （注）　図表５１，５５参照

被害者参加の申出があった判決人員 １５４（人） （注）　図表６５参照

平均評議時間 ５０４.４（分） （注）　図表６６～６８参照

第４ その他 通訳翻訳人を付した外国人の判決人員 １２０（人） （注）　図表７５，７６参照
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２ 新受人員及びその内訳（庁別・罪名別） 

平成２２年１月１日から１２月３１日までの裁判員裁判対象事件の新受人員（「延べ人

員」である。）は 1,797 人であり，同年における地裁刑事通常第一審事件全体の新受人員

（8 万 6387 人）の 2.1％を占めている（以上，図表２）。 

同年における裁判員裁判対象事件の新受人員を庁別及び罪名別にみると，図表３及び図

表４のとおりである。 

 

図表２ 地裁刑事通常第一審事件及び裁判員裁判対象事件の新受人員 

通常第一審事件  86,387人 100.0%

裁判員裁判対象事件 1,797人 (2.1%)

裁判員裁判対象事件以外の事件
84,590人 (97.9%)
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図表３ 庁別の新受人員 

総数 1,797         

東京地裁本庁 175           広島地裁本庁 38             

東京地裁立川支部 61             山口地裁本庁 8               

横浜地裁本庁 84             岡山地裁本庁 43             

横浜地裁小田原支部 9               鳥取地裁本庁 4               

さいたま地裁本庁 86             松江地裁本庁 1               

千葉地裁本庁 194           福岡地裁本庁 68             

水戸地裁本庁 49             福岡地裁小倉支部 17             

宇都宮地裁本庁 26             佐賀地裁本庁 5               

前橋地裁本庁 26             長崎地裁本庁 8               

静岡地裁本庁 7               大分地裁本庁 14             

静岡地裁沼津支部 23             熊本地裁本庁 13             

静岡地裁浜松支部 13             鹿児島地裁本庁 17             

甲府地裁本庁 10             宮崎地裁本庁 11             

長野地裁本庁 12             那覇地裁本庁 18             

長野地裁松本支部 9               仙台地裁本庁 31             

新潟地裁本庁 26             福島地裁本庁 7               

大阪地裁本庁 128           福島地裁郡山支部 24             

大阪地裁堺支部 53             山形地裁本庁 10             

京都地裁本庁 41             盛岡地裁本庁 6               

神戸地裁本庁 64             秋田地裁本庁 5               

神戸地裁姫路支部 11             青森地裁本庁 29             

奈良地裁本庁 8               札幌地裁本庁 41             

大津地裁本庁 14             函館地裁本庁 6               

和歌山地裁本庁 20             旭川地裁本庁 10             

名古屋地裁本庁 75             釧路地裁本庁 5               

名古屋地裁岡崎支部 23             高松地裁本庁 23             

津地裁本庁 16             徳島地裁本庁 5               

岐阜地裁本庁 26             高知地裁本庁 3               

福井地裁本庁 7               松山地裁本庁 11             

金沢地裁本庁 10             その他 -               

富山地裁本庁 10             

（注）刑事月報による延べ人員である。  
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図表４ 罪名別の新受人員 

総数 1,797       

強盗致傷 468         

殺人 350         

現住建造物等放火 179         

覚せい剤取締法違反 153         

傷害致死 141         

（準）強姦致死傷 111         

（準）強制わいせつ致死傷 105         

強盗強姦 99           

偽造通貨行使 60           

強盗致死（強盗殺人） 43           

通貨偽造 18           

逮捕監禁致死 18           

危険運転致死 17           

保護責任者遺棄致死 9            

銃刀法違反 5            

組織的犯罪処罰法違反 5            

麻薬特例法違反 5            

身代金拐取 3            

麻薬取締法違反 3            

集団（準）強姦致死傷 2            

その他 3            

（注）１　刑事月報による延べ人員である。

　　　２　受理後の罰条の変更により，裁判員裁判対象事件になったものを含まず，

　　　　同事件に該当しなくなったものは含む。

　　　３　１通の起訴状で複数の罪名の異なる裁判員裁判対象事件が起訴された

　　　　場合は，法定刑の最も重い罪名に計上した。

その他
28.2%

強盗致傷
26.0%

殺人
19.5%

現住建造物等放火
10.0%

覚せい剤取締法違反
8.5%

傷害致死
7.8%
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３ 終局人員及びその内訳（庁別・罪名別） 

平成２２年における裁判員裁判対象事件の終局人員（「実人員」である。）は，1,530

人であり，庁別にみると，図表５のとおりである（うち，有罪人員（一部無罪を含む。）

は 1,504 人であり，判決人員に対する有罪率は 99.9％である。）。 

なお，平成２２年における地裁刑事通常第一審事件全体の終局人員は，6 万 2840 人で

ある。 

図表５ 庁別の終局人員 

総数 1,530         

東京地裁本庁 138           広島地裁本庁 24             

東京地裁立川支部 54             山口地裁本庁 11             

横浜地裁本庁 65             岡山地裁本庁 16             

横浜地裁小田原支部 12             鳥取地裁本庁 3               

さいたま地裁本庁 68             松江地裁本庁 2               

千葉地裁本庁 143           福岡地裁本庁 64             

水戸地裁本庁 48             福岡地裁小倉支部 22             

宇都宮地裁本庁 26             佐賀地裁本庁 9               

前橋地裁本庁 33             長崎地裁本庁 15             

静岡地裁本庁 9               大分地裁本庁 11             

静岡地裁沼津支部 14             熊本地裁本庁 17             

静岡地裁浜松支部 6               鹿児島地裁本庁 20             

甲府地裁本庁 9               宮崎地裁本庁 9               

長野地裁本庁 14             那覇地裁本庁 24             

長野地裁松本支部 7               仙台地裁本庁 29             

新潟地裁本庁 17             福島地裁本庁 4               

大阪地裁本庁 126           福島地裁郡山支部 21             

大阪地裁堺支部 38             山形地裁本庁 8               

京都地裁本庁 22             盛岡地裁本庁 4               

神戸地裁本庁 48             秋田地裁本庁 3               

神戸地裁姫路支部 19             青森地裁本庁 17             

奈良地裁本庁 7               札幌地裁本庁 35             

大津地裁本庁 12             函館地裁本庁 5               

和歌山地裁本庁 18             旭川地裁本庁 6               

名古屋地裁本庁 74             釧路地裁本庁 3               

名古屋地裁岡崎支部 18             高松地裁本庁 18             

津地裁本庁 12             徳島地裁本庁 7               

岐阜地裁本庁 21             高知地裁本庁 14             

福井地裁本庁 4               松山地裁本庁 12             

金沢地裁本庁 8               その他 -               

富山地裁本庁 7               

（注）刑事通常第一審事件票による実人員である。  
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図表６ 罪名別の終局人員 

総数 1,530       

強盗致傷 402         

殺人 359         

現住建造物等放火 133         

傷害致死 115         

覚せい剤取締法違反 113         

（準）強姦致死傷 82           

（準）強制わいせつ致死傷 63           

強盗強姦 52           

強盗致死（強盗殺人） 51           

麻薬特例法違反 36           

偽造通貨行使 34           

危険運転致死 20           

銃刀法違反 13           

逮捕監禁致死 11           

集団（準）強姦致死傷 10           

保護責任者遺棄致死 9            

通貨偽造 5            

強盗 5            

傷害 4            

爆発物取締罰則違反 4            

麻薬取締法違反 3            

（準）強姦 2            

窃盗 2            

激発物破裂 1            

暴行 1            

（注）刑事通常第一審事件票による実人員である。

殺人
23.5%

現住建造物等放火
8.7%

傷害致死
7.5%

覚せい剤
取締法違反

7.4%

その他
26.7%

強盗致傷
26.3%
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４ 未済人員及びその内訳（庁別・係属期間別（総数）） 

平成２２年末現在における裁判員裁判対象事件の未済人員（併合された事件を含む「延

べ人員」である。）を庁別及び係属期間別にみると，図表７のとおりである*1。 

なお，同年末現在における地裁刑事通常第一審事件全体の未済人員は，2 万 2816 人で

ある。 

図表７－１ 庁別の未済人員 

総数 1,526         

東京地裁本庁 164           広島地裁本庁 32             

東京地裁立川支部 67             山口地裁本庁 5               

横浜地裁本庁 78             岡山地裁本庁 33             

横浜地裁小田原支部 4               鳥取地裁本庁 4               

さいたま地裁本庁 90             松江地裁本庁 1               

千葉地裁本庁 200           福岡地裁本庁 61             

水戸地裁本庁 21             福岡地裁小倉支部 8               

宇都宮地裁本庁 20             佐賀地裁本庁 2               

前橋地裁本庁 17             長崎地裁本庁 11             

静岡地裁本庁 3               大分地裁本庁 11             

静岡地裁沼津支部 15             熊本地裁本庁 5               

静岡地裁浜松支部 7               鹿児島地裁本庁 16             

甲府地裁本庁 11             宮崎地裁本庁 6               

長野地裁本庁 9               那覇地裁本庁 11             

長野地裁松本支部 10             仙台地裁本庁 13             

新潟地裁本庁 10             福島地裁本庁 5               

大阪地裁本庁 151           福島地裁郡山支部 19             

大阪地裁堺支部 65             山形地裁本庁 6               

京都地裁本庁 29             盛岡地裁本庁 4               

神戸地裁本庁 40             秋田地裁本庁 4               

神戸地裁姫路支部 11             青森地裁本庁 18             

奈良地裁本庁 6               札幌地裁本庁 31             

大津地裁本庁 13             函館地裁本庁 3               

和歌山地裁本庁 12             旭川地裁本庁 6               

名古屋地裁本庁 57             釧路地裁本庁 6               

名古屋地裁岡崎支部 15             高松地裁本庁 11             

津地裁本庁 13             徳島地裁本庁 3               

岐阜地裁本庁 16             高知地裁本庁 1               

福井地裁本庁 5               松山地裁本庁 5               

金沢地裁本庁 22             

富山地裁本庁 4               

（注）１　刑事未済年表による延べ人員である。

　　　２　裁判員裁判対象事件と裁判員裁判対象事件以外の事件が併合審理されている場合は，

　　　　併合されている裁判員裁判対象事件以外の事件を含む。  

                                                                                          

*1 新受・未済の各人員は「延べ人員」，終局人員は「実人員」である。 
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図表７－２ 係属期間別の未済人員 

1,526        201          381          454          375          115          -             

（注）１　刑事未済年表による延べ人員である。

　　　２　裁判員裁判対象事件と裁判員裁判対象事件以外の事件が併合審理されている場合は，

　　　　併合されている裁判員裁判対象事件以外の事件を含む。

１年
以内

２年
以内

２年を
超える

総数
１月
以内

３月
以内

６月
以内

 
 

 
５ 裁判員等の負担 

裁判員等が，選任手続や公判，評議等のために裁判所に出席した日数（職務従事日数）

の分布を自白・否認別にみると，図表８のとおりである。また，裁判員等の負担や公判審

理状況を示すため，選任手続以降の通算の職務従事時間を自白・否認別及び罪名別にみる

と，図表９及び図表１０のとおりである。 

 

図表８ 職務従事日数別の終局件数の分布（自白否認別） 

２日 ３日 ４日 ５日
１０日
以内

１０日を
超える

(0.8) (33.4) (36.1) (15.7) (13.1) (1.0)

12         475        513        223        186        14         

(1.3) (46.3) (40.0) (9.2) (2.9) (0.3)

12         419        362        83         26         3           

(10.8) (29.2) (27.0) (30.9) (2.1)

-           56         151        140        160        11         

（注）１　刑事局への個別報告による件数建てであり，概数である。

　　　２　（　）は総数に対する割合（％）である。

自白 3.7           

否認 5.3           

905        

518        

総数

平均職務従
事日数（日）

4.3           

終局
件数

職 務 従 事 日 数

1,423     

 

 

 
図表９ 職務従事時間別の判決人員の分布（自白否認別） 

12時間
以内

15時間
以内

18時間
以内

21時間
以内

24時間
以内

24時間
を超える

総数 1,506     91         229        313        260        211        402        21.4         

自白 971        84         192        256        182        120        137        18.5

否認 535        7           37         57         78         91         265        26.5         

（注）刑事通常第一審事件票による実人員である。

判決
人員

平均職務
従事時間

（時）

職 務 従 事 時 間
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図表１０ 職務従事時間別の判決人員の分布（罪名別） 

12時間
以内

15時間
以内

18時間
以内

21時間
以内

24時間
以内

24時間
を超える

総数 1,506    91        229       313       260       211       402       21.4       

強盗致傷 393       23        84        86        62        55        83        20.0       

殺人 357       14        37        62        66        59        119       23.3       

現住建造物等放火 131       5          32        23        34        13        24        19.4       

傷害致死 114       10        9          26        19        24        26        21.3       

覚せい剤取締法違反 108       10        17        18        15        12        36        21.0       

（準）強姦致死傷 81        4          15        20        16        8          18        20.2       

（準）強制わいせつ致死傷 63        6          12        23        9          5          8          18.4       

強盗致死（強盗殺人） 50        -          1          6          3          9          31        31.2       

強盗強姦 49        3          8          12        6          6          14        21.8       

麻薬特例法違反 36        1          1          9          9          5          11        21.6       

偽造通貨行使 34        9          6          11        6          1          1          15.2       

危険運転致死 20        5          1          4          6          1          3          18.0       

銃刀法違反 13        -          3          2          -          3          5          21.5       

逮捕監禁致死 11        -          -          -          3          3          5          24.0       

集団（準）強姦致死傷 10        -          -          1          2          2          5          27.0       

保護責任者遺棄致死 9          -          -          1          -          3          5          26.5       

強盗 5          -          -          3          1          1          -          18.3       

通貨偽造 5          1          1          -          3          -          -          16.3       

爆発物取締罰則違反 4          -          -          2          -          -          2          26.9       

傷害 4          -          -          1          -          1          2          25.9       

麻薬取締法違反 3          -          -          1          -          -          2          34.1       

窃盗 2          -          -          1          -          -          1          26.1       

（準）強姦 2          -          1          1          -          -          -          15.5       

暴行 1          -          -          -          -          -          1          40.1       

激発物破裂 1          -          1          -          -          -          -          13.2       

（注）刑事通常第一審事件票による実人員である。

判決
人員

職 務 従 事 時 間 平均職務
従事時間

（時）

 
 
 


